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1「知」の再構築と大学改革  

この論文の目的ほタイトルにもあるように，現代アメリカの大学を主な事例にして，高等教  

育における「知」の再構築の動向を分析することである。このタイトルで使われている「『知』  

の再構築」という言葉ほ，抽象的でどちらかといえば硬いイメージがあるので，やや分かりに  

くい言葉かもしれない。そのためこの論文ではほじめに，この言葉の意味についてごく簡単に  

検討してみたい。「知」の再構築についてはさまざまな立場から，いろいろな意味を込めて論じ  

ることができるが，ここでは，高等教育における「知」の再構築とは，現代社会の制度的，社  

会的，文化的な変化に対応して大学改革を行うことであると，とりあえず理解して論を進める  

ことにする。   

続いて第2に，アメリカを中心とした先進諸国の最近の社会的な動向と，それに関連した教  

育の役割の変化や，科学に対する社会の見方，さらにアメリカの高等教育の制度的な特徴とそ  

れを支える大学観などを整理しながら，アメリカ社会の変化に対して，現代アメリカの大学は  

どのように対応しようとしてきたのか，あるいはこれからどのようなことをしようとしている  

のか，大学改革におけるその方向性と具体的な戦略について，ポイントを絞って分析的に検討  

する。さらにそうした動向は，これからの日本の高等教育における「知」の再構築にとってど  

のような意味をもつのか，いくつか個人的なコメントを試みてみたい。   

はじめに，「『知』の再構築」という言葉の意味についてごく簡単に検討してみよう。よくい  

われることだが，現代の社会状況は急速に変わってきており，大学を中心とした高等教育の場  

での「知」のあり方にも，さまざまな揺さぶりをかけてきている。個人的な狭い経験からみて  

も，この40年ほどの間に，日本の大学における知識のとらえ方や扱い方，知識の生産と蓄積の  

仕方，あるいはそうした知識を学生に提供する大学教育の方法は大きく変わってきた。今から  

ふりかえってみると，1960年代初頭ほ大学・短期大学への進学率が10％の時代で，その頃ほま  

だ「象牙の塔にこもって，学問のための学問を追究する」といった伝統的な大学教授のイメー  

ジが残っていた。しかしその後10年ほどの間に，先進諸国を中心に世界的な規模でまきおこっ  
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た「学生反乱」などもあって，こうした象牙の塔と結びついた大学教授のイメージはすっかり  

なくなってしまった。   

またその当時の大学教員は（例外もあるが一般に），学生の教育にそれはど熱心ではなく，学  

生も大学の授業が形式的であったり，休講が多いことなどをとくに問題にすることはなかった。  

教育と研究は自然に調和するという神話，つまり研究者として優れている大学教員は教育者と  

しても優れているという大学教育観が信じられていた時代でもあった。ところがその後今日ま  

で，高等教育の規模が大幅に拡大して大衆化するにつれて，専門分野の研究者として研究する  

ことと並んで，学生の教育や社会的サービスも大学教員の重要な仕事であることや，大学教員  

にとって専門分野の研究をする能力と学生を教育する能力は決して同じではないことなどが，  

ますますよく指摘されるようになってきている。   

科学観もこの間に大きく様変わりした。科学哲学や科学史の研究によれば，17世紀にヨーロッ  

パの地に誕生した近代科学は，19世紀中頃の「第2の科学革命」を通じて，社会にとって役に  

立つ産業技術と結びついて著しく発展した1。それとともに，科学者もアマチュアではなくてプ  

ロフェッショナルとしての自覚をもち，個別の諸科学を分化独立させ，それぞれ専門学会を組  

織したり学会誌を発行するようになるが，明治初期に日本が受け入れたのは，この19世紀に成  

立した「社会制度としての科学」である。20世紀の学問は，そうした科学技術研究を中心に専  

門分野の細分化と研究方法の精緻化をはかりながら，社会生活の奥深くまで浸透した。   

この第2の科学革命で生まれた科学を支える科学観の特徴として重要なのは，科学は合理的  

に進歩するものであり，古代から現代まで連続的に発展してきたと考えられていたことである。  

また科学の進歩は無条件に善，つまり「よい」ことであり，人類の幸福を約束するものだと楽  

観的にとらえられていた。ところが60年代に入ると，とくに70年代以降には，こうした楽観的  

な科学観は大きな変更を迫られるようになる。そのきっかけになったのは，トマス・クーソが  

『科学革命の構造』で提起した「パラダイム論」である。クーソは，科学は究極の真理に向かっ  

て連続的に進歩しているという，それまでの楽観的な科学観を否定して，科学的真理とか，研  

究上のマニュアル，つまりパラダイムの転換ほ必ずしも合理的に行われるのではなくて，政治  

革命と同じように，さまざまな歴史的・社会的条件によって左右されるのだと主張した。   

このような科学観は，その当時の公民権運動の進展や学生反乱とも結びついて，近代合理主  

義に批判的な科学論として定着する。さらに80年代に入ると，科学を社会学的に分析して，ど  

ちらかといえば社会的な弱者や被抑圧者の立場から主流派の近代科学を批判的に論じる，科学  

のCS，つまりカルチュラル・スタディーズ系の科学論も注目されるようになった。また細分化  

しすぎた科学を統合する総合的な科学の再構築も強く求められているが，他方で，旧ソ連や東  

欧圏の政治体制の解体などをまのあたりにして，マルクス主義に代表される「大きな物語」の  

構築が科学論の世界でもますます批判的にとらえられるようになったこともつけ加えておこう。  

いずれにせよ，19世紀の第2の科学革命で生まれた近代科学は決して固定したものではなく，  

現在，新たなパラダイム転換をはかる途上にあると考えられている。高等教育における「知」  

の再構築という時には，こうした科学そのものの発展の状況や，その科学を研究の対象にする  

科学論の動向にも，当然目を配る必要があるだろう。  
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ところで，これに関連して強調しておきたいのほ，科学研究に直接参加している研究者と科  

学論の研究者との間には科学の見方についてかなり大きな違いがみられることである。科学論  

の世界で最近話題になった「ソーカル事件」，あるいは「サイェソス・ウォーズ」事件は，自然  

科学の研究者を中心とした科学者と，そうした主流派の近代科学を批判的に論じる科学論の研  

究者との間にみられる相互不信と知的な断絶を誰の目にもよくみえる形で示した事件だといっ  

てよい。   

その議論のなかでとくに注目する必要があるのは，現在でも，研究の現場で実際に実験や独  

創的な理論の構築に専念している科学者は多くの場合，心情としてはごく常識的な素朴実在論  

と素朴実証主義の立場に立っているから，つまり自分は客観的な真理とか自然の真実を追究し  

ているのだという感覚や使命感をもっているから，徹夜も辞さないで本気で研究をしているこ  

とである。そうでも思わなければ，科学者にとってマスメディアで大々的にもてはやされたり，  

とりたてて収入が増えるわけでもない基礎研究などはできないのである。そしてそれに対して，  

科学論の研究者は，そうした感覚や使命感を科学者がもつことほかまわないにしても，もう少  

し近代科学の方法の限界や認識論としてのかたよりについても関心をもってはしいと主張して  

いるが，これは専門分化しすぎた今日の学問の世界でほ，ごく身近な分野同士でも実質的な対  

話が難しいことを示す興味深い現象である（村上陽一郎・野家啓一，1998年，47－48頁）。   

つまり19世紀の第2の科学革命で社会に定着した近代科学は，一方でその問題点や限界を指  

摘されながら，依然として主流派の科学として営々と膨大な知識を生み出し，過去の蓄積の上  

に積み重ねてきている。したがって科学論のような「知」の科学そのものの発展も強く求めら  

れているが，高等教育全体としてみると，これからしばらくの間は，たとえ「知」の再構築と  

いっても，その内実にはそれほど大きな変化はみられないと考えてよいだろう。とくに生身の  

科学者をベースにして高等教育で「知」の再構築をはかる時にほ，大学教員の多くが自然科学  

系を中心に，そうした使命感をもって研究している現状を無視することはできない。   

さて高等教育における「知」の再構築といった時に，もう1つ注目する必要があるのは，こ  

の言葉が1998年10月に公表された大学審議会答申『21世紀の大学像と今後の改革方策について一  

読争的環境の中で個性が輝く大学－』でも使われていることである。具体的には答申の最初に  

ある「はじめに」と第1章の最初のところで，21世紀初頭の社会状況と高等教育を結びつける  

キーワードとして使われている（大学審議会，1998年，1頁，4－5頁）。つまり現在の日本社  

会ほ大きな転換期にあるが，21世紀初頭の社会状況はさらに大きく変わり，多様で新しい価値  

観や文明観の提示などが強く求められるようになる。そのため，知的活動によって社会をリー  

ドし社会の発展を支えていくという重要な役割を担う大学を中心とした高等教育機関は，知識  

の量的な生産だけでなく，より幅広い視点から「知」を総合的にとらえなおしていくとともに，  

知的活動のいっそうの強化のために．，その構造改革を進めることが強く求められる時代，つま  

り一言でいえば，高等教育における「知」の再構築が求められる時代になっていくと考えられ  

ている。   

したがって高等教育における「知」の再構築とは，非常に平たい言葉でいえば，現代社会の  

制度的，社会的，文化的な変化に対応して大学改革を行うことだといってよいだろう。そして  
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現在の日本の大学改革ではさまざまなことが期待されているが，とくに期待されているのは日  

本の国際競争力，とりわけ日本の経済的な国際競争力を強化することであり，そのために先端  

的な学術研究の推進と科学技術の発展をはかるとともに，他方で，国民の知的・文化的基盤を  

いっそう充実・向上させて，人的資源の全体的な底上げをはかることがめざされている。   

ところでこのような大学改革は後でも触れるように，天然資源が乏しくて，人びとの知的活  

動や創造力といった人的資源が最大の資源だと考えられている日本だけでなく，アメリカを含  

めた他の先進諸国や発展途上諸国でも非常に重視されている（NationalScience Board，1998，  

pp．xviii－Ⅹix）。そこでこの論文では，そうした観点から主にアメリカを事例にしながら，大学  

を中心とした高等教育機関は現代社会の制度的，社会的，文化的な変化に対して，どのように  

対応しようとしてきたのか，あるいはこれからどのようなことをしようとしているのか，その  

戦略の一端を分析的に検討し，それらの問題や解決策が日本の高等教育にとって，どのような  

意味をもつのかを考えてみることにしたい。  

2 アメリカ社会の変容と高等教育の役割  

それでほ続いて，アメリカを中心とした先進諸国の最近の社会的な動向と，それに関連した  

教育の役割の変化や，科学に対する社会の見方の特徴について，ポイントを絞って簡単にまと  

めてみよう。まず第1に指摘したいのは，現代社会は経済的にみれば経済の低成長時代であり，  

政治的にみれば「大きな政府」ではなくて「小さな政府」の時代だということである。いわゆ  

る先進諸国の第二次大戦後の歩みについては，いろいろな時期区分が試みられている。ここで  

は平凡な分け方だが，戦後の55年間を1973年の第1次オイル・ショックを目安にして大きく2  

つの時期に分け，70年代後半から現在までの25年間を「現代社会」としてまとめている。  

1945年に第二次大戦が終わってからしばらくの間は混乱期が続いたが，それから1973年まで  

の30年間近くは，ほとんどの先進諸国にとって経済が大幅に成長した時代だった。敗戦国の西  

ドイツと日本も経済が予想以上に高度成長を続け，「奇跡」といわれた時期である。この時期に  

は経済活動は国民国家単位で考えられ，国家の経済が持続的に成長すれば社会も進歩し，労働  

者階級や貧困層も含めて，国民全体の生活水準は向上すると考えられていた。また教育は社会  

的公正を進展させたり，経済成長をはかったりするのに重要な役割を果たすとみなされ，政府  

も中等教育や高等教育の教育機会を拡大するために，積極的に公的資金を支出していた（Brown  

etal．，1997年，訳187頁）。   

ところが，第1次オイル・ショックを契機にして石油の値段が大幅に上がり，そのため景気  

は世界的に後退したが，この時からどの先進諸国も経済の低成長時代に移行することになった。  

日本でトイレット・ペーパーの買い占め騒ぎが起きたのも，この73年のことである。もっとも  

日本の経済はその後，1979年の第2次オイル・ショックも無事に乗り切り，80年代にはアメリ  

カの経済を圧倒するかと思われたはど強くなったが，それでも経済成長率そのものは低い水準  

で安定していた。それだけでなく90年代に入ってバブル経済がはじけた後，日本経済ほ長期間  

にわたって低迷している。  
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アメリカについてみると，ベトナム戦争の終結などもあって，アメリカが世界の政治や経済，  

軍事の面で圧倒的に優位だった「パクス・アメリカーナ」の時代が70年代前半にその幕を閉じ  

たのほ，よく知られたことである。経済面でも，アメリカ経済の相対的な優位性はゆるがない  

にしても，アメリカはもはや圧倒的に豊かな国ではなくなり，豊かな先進諸国の1つになった。  

80年代には，「双子の赤字」が問題になったり，予想外の日本経済の強さや科学技術面での日本  

の追い上げをまのあたりにして，その原因として日本の教育が（アメリカだけでなく西ヨーロッ  

パでも）にわかに注目されたりした。   

こうした経済の低成長時代における不安定で失速気味な状況を打開するために，アメリカや  

イギリス，それからニュージー ランドやオーストラリアなどの英連邦諸国といったアングロサ  

クソソ文化圏では，経済や文化は70年代後半以降，主にニューライトとか新保守のイデオロギー  

といわれる考え方にもとづいて改革されることになった。この考え方は個人の自由と自由市場  

を尊重する新自由主義の立場と，強力な国家の統制によってモラルと政治的秩序を守ろうとす  

る伝統的な保守主義の立場をあわせたものである。アメリカについていえば，80年代のレーガ  

ン大統領やブッシュ大統領の共和党政権はもとより，2期にわたって続いたクリントン大統領  

の民主党政権も，同じような考え方を基本的には踏襲している。   

この新保守主義の考え方のポイントは，国家は個人の失敗を補償することほできないし，人  

びとが自分たちの状況を改善するのに国家が介入すると，かえって望ましくない結果が生まれ  

ると主張し，「小さな政府」を支持していることである。アメリカでも70年代の初頭までは，国  

家が経済的な繁栄と安定，機会の拡大をもたらす権力と責任をもっていることが前提になって，  

「大きな政府」による福祉国家の建設がめざされていた。しかし新保守主義の考え方では，そう  

した個人生活への国家の介入が人びとの競争心や進取の気性をそこなったために，国全体が衰  

退したのだとみなして，人びとがやる気や競争心，進取の気性をもつような文化を作るべきだ  

と主張したのである。   

第2に，教育政策もこうした考え方にもとづく「小さな政府」によって行われるようになっ  

た。新保守主義の教育政策の特徴は，大きく2つにまとめられる。1つは，それまでいわば  

「聖域」であった教育の分野にも，大幅に市場競争の原理が導入されるようになったことである。   

学校運営をどのようにするのか，その見方を例にすれば，①個々の学校は財政やスタッフ，  

運営方針に責任をもつことを求められ，小規模から中規模のビジネスとして自己管理されるよ  

うになること，②学校は受け入れる生徒の性質とは関わりなく，十分に競争できる条件を備え  

ていること，（参親による学校選択を認めることなどが当然の前提として主張された（Brown et  

al．，1997年，訳207－209頁）。また高等教育では，規制を緩和して個別大学の自助努力による大  

学改革を実施しやすくしたり，財源や学生を獲得する道を多様化して，市場競争を円滑にする  

工夫が政策的に試みられている。たとえばアメリカでほ，連邦政府の財政援助のかなり大きな  

部分は直接大学に対してではなく，学生への奨学金を通じて行われているが，その学生の範囲  

は近年まで原則として非営利的な大学，つまり利益をあげることを目的としない4年制大学や  

2年制大学の学生に限られていた。しかし最近では，学生の範囲を営利的な大学や専門学校ま  

で広げたため，奨学金付きの学生を獲得する大学間の競争ほ，ますます厳しくなってきている。  
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2つ目の特徴は，新保守主義の考え方では教育を規制する政府の権限は弱まるようにみえる  

が，実際にはかえって政府の権限が強まったことである。たとえば教育の分権化政策と並行し  

て政府の教育への財政支出は頭打ちになったり削減されたが，そのように財政援助が少なくなっ  

た分だけ，親や地域社会は学校を主体的に運営することができるようにみえる。ところが見方  

を少し変えると，これほ中央の政策決定に専門的な立場から異議を申し立てる能力を備えた地  

方レベルの教育官僚の採用を削減することによって，現場からの厳しい批判を避けると同時に，  

親や地域社会に学校運営を肩代わりさせて，低コストの学校運営をはかろうとしているとみる  
こともできるのである（Brownetal．，1997年，訳212－214頁）。   

また個々の学校や大学のレベルではその自律的な運営が増えるにしても，イギリスのナショ  

ナル・カリキュラムの導入とか，アメリカの州政府による高校の卒業要件の強化策や大学教育  

の効果をほかる標準テストの開発などにみられるように，学校や大学での学習の中身を決める  

カリキュラムの方は次第に中央集権化されてきている。この中央集権的なカリキュラムの導入  

は，なによりも経済的生産性の向上に役立つ人材の養成をめぎしているが，それ以外に歴史の  

ような科目も重視されているので，グローバルな経済の進展や国民国家の弱体化に直面した国  

家が，国民の国家に対するアイデソティティを再び強化しようとする試みでもある。   

さらに教育への公財政支出は削減されただけでなく，その効率的な運用も求められ，アカウ  

ンタビリティの考え方，つまり学校や大学ほ税金にせよ学生の授業料にせよ，そこで使われる  

経費に見合った成果をあげるべきだという考え方が広まるようになった。アメリカの大学評価  

で最近注目されているのほ，州政府のなかに州立大学の成果，とくに教育面での成果について  

評価を行い，その結果を補助金の交付と結びつける方針を強めるところが出てきたことである  

（山崎博敏，1999年，79－80頁）。したがって全体としてみれば，教育を規制する政府の権限はか  

えって強まってきているといってよいだろう。   

ところで第3に，このように80年代以降の新保守主義の教育政策では，教育の分野にも大幅  

に市場競争の原理が導入され，教育を規制する政府の権限も強まったが，高等教育の社会的な  

役割については，その教育と研究が国家や国民の将来の経済的繁栄にとってこれまで以上に重  

要だとみなす，国際的な合意が生まれたのも大きな特徴である（NationalScienceBoard，1998，  

pp．xviii一Ⅹix；金子元久，1999年，128頁；小林信一，1999年，111頁）。日本でいえば60年代の  

教育投資論が華やかだった時に劣らず，あるいはそれ以上に，教育の充実による国家の経済的  

生産性の向上が求められるようになった。国際的な経済競争で勝ち抜くために，これまでは4  

つの要素，つまり①天然資源，②資金力，③科学技術力，④質の高い労働力が必要だといわれ  

ていた。ところが天然資源はもはや不可欠な要素でほなくなり，資金力もこれまでほどものを  

いわなくなったが，研究開発により科学技術力を強化することと，労働力全体の質を向上させ  

ることは，ますます重要視されるようになってきている（L．サロー，1993年，60－61頁）。   

こうした教育観は，共和党政権の時期に公表されたアメリカ教育省の『危機に立つ国家』（1983  

年）や，全米知事会の報告書『成果の時』（1986年），ブッシュ大統領の『2000年のアメリカ』，  

さらにほ民主党のクリントン大統領の教育政策にもよくあらわれている。たとえばクリントン  

政権の教育政策を例にしてみると，③科学技術力については，『国家利益のための科学』（1994  
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年）で，アメリカの経済競争力を維持向上させるために科学への投資を最優先課題にすること  

を宣言し，経済成長の原動力（エンジン）としての技術を重視するとともに，その基礎となる基  

礎研究への継続的投資が不可欠であることを謳っている。また競争力審議会が公表した国際競  

争力確保のための研究開発政策に関する報告書『限りないフロンティア・限りある資源』（1996  

年）でも，アメリカが科学技術の分野で世界のリーダーシップを維持するためにほ，セクター  

間の壁を越えた新たなパートナーシップの確立などが必要なことを訴えており，短期的・ロー  

リスクの研究は産業界の役乱 長期的・ハイリスクの研究は大学や政府の役割とすることなど  

が提言されている（山本虞一，1999年，49頁）。さらに④質の高い労働力については，クリント  

ン大統領の年頭の「一般教書」で，中等教育の整備充実と並んで，高等教育の機会をすべての  

進学志望者に開くために，奨学金の充実や教育減税など，さまざまな整備を行ってきたことが  

くりかえし強調されているのは，あらためて指摘するまでもない。   

したがって高等教育における「知」の再構築，つまり知識のあり方を考え直して改革すると  

いっても，アメリカの大学改革でとくにその充実と発展が社会から期待されているのは知識全  

般でもないし，かつてのような学問のための学問でもない。そうではなくて，アメリカ社会の  

将来の発展にとって役に立つような知識を中心に「知」のあり方を検討して，その改善充実を  

はかることがめざされている。すでに述べたように，近代合理主義にもとづいた楽観的な科学  

観は大きな変更を迫られている。しかしそうした動きと並行して，科学技術の発展は経済的な  

国際競争力の強化にとって不可欠だと考え，現実的な立場から科学技術活動を研究する科学論  

も盛んである。そしてアメリカの現在の大学改革で「科学」とか「研究」という時にほ，その  

是非は別にして，後者の「役に立つ知識」という意味で使われる場合が多いように思われる。   

これまで述べてきたことをまとめてみよう。アメリカでほ70年代後半から経済の低成長時代  

に移行すると，新保守主義の考え方にもとづいた教育観や「小さな政府」による教育政策が広  

く受け入れられ，高等教育への公財政支出が削減されただけでなく，その効率的な運用もアカ  

ウンタビリティの考え方にもとづいてチェックされるようになった。またそうしたなかで，ア  

メリカの高等教育が果たすべき社会的な役割としてとくに期待されたのは，研究の推進や高学  

歴人材の養成によって，アメリカ経済の国際的な競争力を維持・向上させることである。その  

ためにアメリカの高等教育は，一方では先端的な科学技術を研究したり開発するだけでなく，  

それらの活動を支える人材をできるだけ数多く養成するとともに，他方では高等教育レベルの  

教育機会をできるだけ開放して国民全体の基礎学力を向上させることにより，人的資源の底上  

げをほかることを期待されるようになった。この科学技術研究の推進と高学歴人材の養成，つ  

まり人的資源の全般的な底上げと先端的な人材の養成を同時に果たすことをめざす高学歴人材  

の養成は，今後もいっそう期待されると考えられる。  

3 大学改革のアメリカ的文脈  

この科学技術研究の推進と高学歴人材の養成という社会からの要請に対して，アメリカの高  

等教育ほどのように対応してきたのか。もう少し具体的なレベルで，70年代後半以降の大学改  
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草の状況に目を向けてみよう。まず第1に，大学のアメリカ・モデルの特徴を整理すると，ア  

メリカの高等教育はこれまで，社会から要請されるさまざまな役割を制度的に多様な大学がそ  

の持ち味を生かして分担することによって，制度全体として対応してきた2。   

アメリカの高等教育はアメリカ特有の文化や社会にふさわしい制度として，350年かけて発展  

してきたもので，独自の歴史的背景と文化をもつ多種多様な大学によって構成されている。こ  

の制度的な多様性の類型化はいろいろ試みられているが，たとえばカーネギーの大学分類では，  

アメリカの大学を，博士課程の大学院をもつ（1）研究大学と（2）大学院大学，修士課程の  

ある（3）総合大学，教養教育中心の学部教育のみを行う（4）教養カレッジ，それから制度  

的な特徴はかなり違うが，修業年限の点では日本の短期大学に相当する（5）2年制カレッジ  

の5つのタイプに分けている。アメリカ教育省の新しい大学分類も，これとはぼ同様な構成で  

ある（Snyderetal．，1997，P．509）。   

この大学分類でいえば，科学技術研究の推進とそのための先端的な人材の養成はハーバード  

大学やマサチューセッツ工科大学，カリフォルニア大学バー クレイ校などといった一流銘柄大  

学をはじめとする研究大学と，研究活動の面では二番手に位置する大学院大学が主に担当して  

きた。なお大学院レベルで養成される優秀な専門職人材の学部教育ほ，それらの大学の文理系  

カレッジだけでなく，教養教育中心の教養カレッジも分担している。これに対して，高学歴人  

材の養成のうち人的資源の全般的な底上酌ま，主に総合大学や2年制カレッジ，とくに公立の  

2年制カレッジであるコミュニティ・カレッジを拡大することによって行われてきたといって  

よいだろう。   

このようにアメリカの大学は制度的に多様で種別化されている。それだけでなく，各大学は  

いろいろな点からみて序列化されており，しかもその大学間較差は非常に大きいが，アメリカ  

でほ，そうした大学の多様化と序列化は，各大学が主に市場競争の原理にしたがって競合した  

結果 長い時間をかけて自然に形成されたものだととらえられている。つまり現在のアメリカ  

の高等教育の構造は，もともと歴史的に作り上げられてきたもので，どの国でも通用する普遍  

的なモデルとして意図的に作られたのではないということである。しかしハーバード・カレッ  

ジの創設から，最近話題になった遠隔教育を提供する公立のバーチャル大学まで，どの大学も  

その時々の社会的要請に応じて導入され発展してきたので，たとえいろいろな問題をかかえて  

いるにしても，全体としてみればアメリカ社会にとって望ましい制度だと考えられている。   

今日の連邦政府や州政府の新保守主義の教育政策では，このような大学のアメリカ・モデル  

の特徴，つまり市場競争の原理，多様化と序列化 個別の大学の制度的自律性を意図的に重視  

している。しかも巨大化と複雑化が進み，さらに文化の面でも著しく多様化してきた現代のア  

メリカ社会では，この傾向ほ今後もいっそう進行すると予想されている。したがって高等教育  

を規制する政府の権限はたしかに強められたが，大学改革の主体はあくまでも個別大学と大学  

関係者であり，政府の主な役割は国家や州レベルの利益をはかったり，改革の条件を整備する  

ことにおかれている。   

こうしたアメリカの大学の特徴をふまえて，第2に，研究に関連した大学改革，つまり科学  

技術研究の推進とそのための先端的な人材の養成に関連した大学改革の動向についてまとめて  
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みよう。科学技術研究の国際競争でほ，現在のアメリカの大学は非常に有利な立場にある。世  

界の学問の中心地は，第2の科学革命が起きた19世紀の中頃から第一次大戦までほドイツだっ  

たが，その後はドイツからアメリカに移り，アメリカはそれから現在まで，科学的研究の面で  

圧倒的に優位な位置を確保し続けているからである。しかもそうした活発な研究活動，とくに  

直接応用や社会的有用性と結びつかない基礎的な研究の大部分は大学院で行われてきた。また  

アメリカの大学院は研究だけでなく，研究者を養成する教育機関としても制度的に大学のなか  

に明確に位置づけられ，大学教員を採用する際にも研究と教育の両方に優れたスタッフを補充  

してきた。   

アメリカが学問の中心地であることもあって，英語が科学技術研究における「国際コミュニ  

ケーション言語」として使われていたり，多数の野心的で優秀な研究者がアメリカの大学に継  

続的に流入しているのもアメリカの大学にとって有利である。したがって経済の分野ではグロー  

バル・スタンダードといっても，それほアメリカン・スタンダード，あるいはアングロサクソ  

ソ・スタンダードでほないかと批判されているが，科学技術研究の分野でもアメリカ流の考え  

方や研究の進め方がグローバル・スタンダードになっているところが少なくない。   

このようにアメリカの大学ほ全体として科学技術研究の面で非常に有利な立場にあるが，ア  

メリカの高等教育政策では，そのなかでもとくに実績がある研究大学を中心に，特定の大学に  

研究資金を集中的に投入して研究を効率的に促進する方式を採用してきた。しかもその傾向は70  

年代後半から，いっそう強まってきている。いくつか例示すると，たとえば高等教育機関が19弥  

95年度に連邦政府から受けた財政援助の総額ほ，学生への奨学金等を除くと232億ドルだったが，  

その74．8％にあたる174億ドルは，わずか120校の大学に集中して交付されていた。その上これら  

の財政援助が多い上位の120校の間にも大きな較差があり，第1位のカリフォルニア工科大学の  

12億ドルほ，第120位のネブラスカ大学の4千万ドルの28．3倍である（Snyderetal．，1997，P．349）。   

また国立科学財団（NSF）は1985年にアメリカの産業の競争力を強化する目的で，産学官が  

協力して大学で工学の基礎研究を行うための助成プログラムとして工学研究センター（ERC）  

を新設したが，このセンターが現在までに実際に設立されたところは，全米でわずか18大学に  

すぎないのである。アメリカではこの他に，大学以外の研究機関としてFFRDCと呼ばれる研究  

開発センターが1997年現在，約40機関設置されている。そのうち18機関ほ連邦政府の資金によっ  

て，大学内または大学の近くに設置され，実際の運営は大学に任されているが，そこで使われ  

る学術研究費は，アメリカの高等教育セクター全体で使われる研究費のおよそ20％に相当する  

という（山本貞一，1999年，53－57頁）。   

ところでこうした実績のある研究大学を中心にした大学改革にほ当然批判もある。問題点の  

1つは，限られた研究資金が特定の大学に集中しすぎるようになったことである。アメリカで  

はもともと実績のある研究大学を中心に，特定の大学に研究資金を集中的に投入して，科学技  

術研究の推進と先端的な人材の効率的な養成をほかってきた。その儀向はこの20年間の間にいっ  

そう強められたが，その結果 研究資金を継続して獲得できないために，大学によってはその  

専門分野でかなり優秀な業績をあげてきた研究部門を閉鎖しなければならないところが出てき  

ている。  

－34∬   



江原：高等教育における「知」の再構築の動向  

また研究資金の配分の際に，専門分野の研究仲間が行う同僚評価にもとづいた配分の他に，  

政府行政当局によるトップダウン方式の配分が行われたり政策的な意思決定が強く働くことも  

あり，研究資金の公正な配分が問われている。さらに研究全体についてみれば，社会的に役に  

立つ研究であることをアピールすると研究資金をえやすいこともあって，研究テーマに極端な  

かたよりがみられたり，同じ専門分野でも社会的な要請がたまたま現在あまりない研究分野の  

場合，まったく無視される傾向があることも問題である。自然科学系の専門分野はともかく，  

それに比べて人文科学系や社会科学系の専門分野が冷遇されやすいのほいうまでもない。   

この他に，研究大学や大学院大学では研究を重視するため，学部教育が軽視されすぎている  

という批判も少なくない。教育と研究は自然に調和するものでほなく，それぞれ違った能力を  

必要とする。しかも教育と研究にはゼロ＝サム・ゲームの側面があるため，大学教員の仕事と  

して研究活動の比重が高まれば，学生の教育，とくに学部教育がおろそかになるのは当然のこ  

となのかもしれない（JamiesonandPoIsby，1993，P．225）。しかし学生の立場からすれば，教  

育中心の教養カレッジや総合大学，2年制カレッジの学生だけでなく，研究中心の研究大学や  

大学院大学の学生も学部教育を改善することを強く求めている。所属大学の教育の現状に対す  

る批判が多いのは，むしろ研究大学や大学院大学の学生の方である。   

もっともこの点については，そうした批判を逆手にとって，文理系カレッジの学部教育の質  

的な高度化をめざしたり，全寮制の学生寮を拡充整備して，エリート的な学士課程教育を学生  

募集の宣伝文句にする大学も出てきている。大規模な大学ほど全学的な方針が決まれば，教授  

陣や施設設備，財源などの面で改革を実施しやすい。またアメリカの大学では，教育と研究の  

統合ほ大学院レベルである程度実現していると考えられているが，大学院のある大学にとって，  

その研究をベー スにした学生の教育と学習の仕組みを学部教育にふさわしいものに改善して適  

用するのはそれほど難しくないからである（Clark，1996，PPA24－425）。   

第3に，高学歴人材の養成のうち，人的資源の全般的な底上げをめざす大学改革の動向につ  

いてみると，アメリカでは第二次大戦後から現在まで，すべての進学志望者が高等教育機会を  

利用できること，とくにどこかの高等教育機会へ在籍することを保障することが重視されてき  

た。そのために，さまぎまな制度的な改善や整備も行われている。高校卒業者で高等教育を望  

む者は全員進学できる公立のコミュニティ・カレッジを創設したり，進学志望者の経済的な障  

害を除くために連邦政府による学生への財政援助を実施してきたのは，そうした政策的な努力  

の一端を示すものである。   

その結果どうなったかといえば，アメリカでは90年代に入ってから，同年齢層の半数以上が  

4年制大学や2年制大学に在籍して学ぶ経験をもてるようになった。専門学校まで含めると，  

その比率は6割近くになる。しかし学位取得率をみると（卒業率の高い日本では考えにくいこ  

とだが），高校卒業後10年目でも，学士以上の学位取得者24％と準学士の取得者8％をあわせて  

32％にすぎない。これに主に専門学校が授与する免許証の取得者11％を加えても43％だから，  

高等教育で学んだ成果を学位や免許証という目にみえる形で手に入れた老の比率は50％に遠く  

及ばない水準にとどまっている（江原武一，1999年，98頁）。ちなみに日本ではそれほど政策的  

に努力したわけではないが，準学士以上の学位取得者だけに限ってもまもなく50％を越えると  
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予想されている。   

アメリカではクリントン大統領が「一般教書」でくりかえし主張してきたように，今後も高  

等教育棟会をさらに広く開放しようとしているが，他方で問題点も指摘されている。1つは，  

すでに触れた財政難のために，伝統的な大学教育の方法，つまりフルタイムの若い学生がキャ  

ンパスにある教室に出席して，大学教員の指導や助言を直接受けながら学習する方法をすべて  

の学生に保障できなくなってきていることである。たとえば州によっては，近い将来再び学生  

が増加すると予想されているが，多額の経費を投じて新しいキャンパスを作る代わりに，バー  

チャル大学のような遠隔教育を導入して高等教育の機会を拡大しようとしている。また連邦政  

府の教育政策では，高校卒業後の教育機会として従来の大学だけでなく，営利的な大学や専門  

学校をはじめ，学外の企業や軍隊が提供する教育コースなど多様な場が想定されているが，そ  

うしたなかで，大学教育では学生にどのような知識を，どのような方法で学んでもらえばよい  

のか，つまり高等教育の範囲とあり方があらためて問われている。   

もう1つは，高等教育機会へのアクセスには現在でも，学生の出身家庭の条件によって大き  

な較差がみられることである。アメリカでほ制度的に多様で多元的な高等教育機会を前提にし  

ているので，すべての進学志望者に均質な機会を平等に提供すべきだとは考えられていない。  

しかし大学進学だけでなく進学後の学業継続，取得する資格の種類やレベルなども，実際には  

学生の社会的な背景によって大きく左右されている（BakerandVelez，1996；Cuccaro－Alamin，  

1997）。この問題は平等とか公正の問題とも深く関わっているため，財政難のなかで人的資源の  

全般的な底上げをめざす大学改革にとって解決の糸口がみえにくい課題である。   

この他に，人的資源の全般的な底上げをほかる際に，どのレベルの能力や学力を到達目標に  

し，それをどのように実現するのかという問題も重要な検討課題である。これまでの動きをみ  

ると，アメリカでも日本でも教育年限をできるだけ延長して，学び足りなかったことをあらた  

めて学ぶ機会を提供する方針で教育制度を整備してきた。小学校の高学年で習得できなかった  

ことは中学校で学び直す機会を提供し，中学校では不十分だった学習は高校で十分に理解でき  

るようにする機会を提供するという考え方である。そして今日では，その波がいよいよ高等教  

育のレベルまで及んできているが，その際にすべての人びとが身につけることを期待されてい  

るのは，たとえば日本の現行のカリキュラムでいえば，義務教育の中学2年のレベルなのか，  

高校1年のレベルなのか，それとももっと高いレベルなのだろうか。さらにそのためには，初  

等中等教育と並んで高等教育における学習のあり方をどのように再構築すればよいのかといっ  

た問題も問われている。   

第4に，高等教育における「知」の再構築でよくとりあげられる，専門分化した学問分野で  

の新たな統合・再編・学際化の動きについて簡単にコメントしておこう。   

アメリカの大学組織ほ原則として1つ1つの専門分野ごとにまとまった学科，つまりデパー  

トメントを組織の基礎的な要素としており，それをまとめたり積み上げることによってカレッ  

ジやスクール，大学を編成している。しかもこの大学組織は研究を重視してきた大学はど，そ  

れぞれの学科に自律性をもたせる分権的な組織編成によって成り立っているので，学科の間の  

「縄張り争い」や学科の利己的な行動などがよく問題になる。また大学の管理運営でも，意思決  
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定のレベルが学科を越えてカレッジやスクール，大学と上にあがるほど意思決定が難しくなる  

ことが指摘されている。ただしこの学科を束ねた大学組織は，硬直的な小講座制を基礎的な要  

素にしたり，研究も教育も学部を単位にして編成されているため，一度制度化されると再構成  

しにくい日本の大学組織と比べれば，状況の変化に対してはるかにスムーズに対応できると考  

えられる。   

しかし専門分化した学問分野の新たな統合や再編成，学際化をめざす改革は，アメリカの大  

学でもそれほど容易なことではない。というのも遠い将来はともかく今のところ，アメリカの  

大学における科学技術研究の主流は従来の路線に沿って拡大，発展すると予想されるからであ  

る。つまりそれぞれの専門分野にとって，その規模を拡大したり専門分野をさらに細分化して  

自己増殖をはかるのは難しくないが，専門分野を越えた視点から，自らも変わることを条件に  

して新たな統合や再編成，学際化をめざすのはそれはど受け入れられやすいわけでほない。大  

学の基本的な特徴の1つは知識を扱っていることにあるが，大学はそれぞれの専門分野に自律  

性をもたせる分権的な組織編成によって成り立っているからこそ，下からの草の根的な革新が  

起こりやすく，それを積み上げてこれまで全体として大きく発展してきたことも考慮する必要  

がある。   

またアメリカの高等教育は他の国と比べれば，市場競争の原理によって歴史的に形成され発  

展してきたので，大学関係者の多くは高等教育に対する政府の責任も干渉も不必要だと考える  

傾向が強いことも指摘しておこう。彼らがとくに警戒するのは学外からの政治的干渉とか介入，  

規制などが大学の制度的自律性をそこなったり，大学間の業績にもとづく競争的環境に対して  

マイナスに作用する場合である。したがってアメリカの新保守主義の教育政策では近年，連邦  

政府や州政府の政策的な関与が強められるようになったが，その影響力は学問分野の新たな再  

構築でも限られたものであり，しかもそうした政府主導の改革よりも大学主体の改革の方が望  

ましいと考えられている。  

4 「知」の再構築の方向  

最後に，日本の高等教育における「知」の再構築も視野に含めて，いくつか補足的なコメン  

トをしておきたい。第1は，日本とアメリカの高等教育の間にほいろいろな共通性と差異性が  

あるが，アメリカの高等教育にみられる実践や実験は日本で大学改革を進める際にも，「合わせ  

鏡」や「他山の石」として参考になるということである。決まり文句みたいになっているが，  

アメリカの高等教育ほアメリカの文化や社会にみあうように歴史的に作り上げられてきたもの  

で，もともとどの国でも通用する普遍的なモデルとして意図的に作られたわけでほない。それ  

ゆえアメリカの実践や実験は，あくまでも日本の高等教育の長所や短所，弱点などをチェック  

する「合わせ鏡」や「他山の石」として参照したり活用するところにその価値や意義がある。   

第2に，高等教育における「知」の再構築を論じる場合には，大学で扱う知識の中身を分析  

してその特徴や構造を明らかにすることが不可欠である。この論文でほ，知識を扱う大学ほ現  

代社会の制度的，社会的，文化的な変化に対して，どのように対応すべきかという観点から大  
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学のあり方を考察したので，知識そのものについてはほとんど触れていない。ただし近代科学  

の展開を過不足なく理解するのほ，知識の生産に限ってみても，社会科学的な高等教育論の研  

究者にとって手にあまる仕事だといってよい。   

また知識の最前線を門外漢が理解しようとしても，それはど多くの手がかりがあるわけでは  

ない。たとえばそれぞれの専門分野の最前線にいる研究者にとって最も関心があるのは他に先  

んじて前進することであり，その研究内容を専門分野を越えて広く一般の人びとに正確に伝え  

ることではないのかもしれない。それだけでなく，たとえ専門分野ごとに定期的に研究のレビュー  

が行われて，その分野内のコミュニケーションが成立しても，専門分野間の相互理解を促した  

り知識の全貌を語るにほ，そのための整理の枠組みや個別の専門用語の特徴や範囲を説明でき  

るメタ言語が必要である。科学哲学や科学史の研究が実質的に扱っているのも一世代前の科学  

や学問であり，必ずしも現状を直接反映しているわけではない。したがって大学で扱う知識の  

特徴や構造を理解するのは決して簡単なことでほないが，この膨大で底の知れない知識のブラッ  

クボックスに光があてられ，ある程度系統的で幅広い議論に役立つ情報が提供されなければ，  

この課題をめく”る論議は非常に平板なものになってしまうはずである。   

第3に，高等教育において「知」の再構築をほかろうとしたら，その主要な担い手である大  

学教員の知識との関わり方にも注意を払う必要がある。この点についてたとえばポイヤーは，  

大学教員の仕事を知識との関わり方を考慮して，①知識の発見 ②知識の統合，③知識の応用，  

④知識の教育の4つに分類している（Boyer，1996年，訳39頁）。この4つは相互に関連してお  

り，重なりあう部分もあるが，ポイヤーの主張で重要なのは，いずれも大学教員が果たす独自  

の仕事として同等の価値をもっていると考えていることである。またすべての大学教員はどの  

仕事についてもそれなりの力量を備えるべきだが，その比重は人によって違うだけでなく，同  

じ大学教員でもアカデミック・キャリアのどの時期にいるかによって，どの仕事に力点をおく  

かは変わってくることを強調している。   

今日でも大学教員の役割はなによりも知識の発見 つまり新しい知識を生み出す研究と密接  

に結びついている。しかし専門分野の個別の研究から距離をおいて，新しい知識を体系的に統  

合・整理したり，狭い専門分野を越えて広い視野から他の分野で生み出された知識と関連づけ  

たりするのも，大学教員の重要な仕事である。また大学教員は理論と実践を結びつけて知識を  

応用したり，精選された一級の知識を学生に伝えるために，多くのエネルギーを注いでいる。  

高等教育における「知」の再構築を論じる場合には，このように多様化した大学教員の仕事の  

実態をできるだけ正確にとらえ，それを正式に評価し，さらにその結果を大学数貞の処遇に反  

映する仕組みを確立することにも留意すべきである（江原武一，1994年b，181頁）。   

第4に，日本の大学改革はアメリカと比べると，行政主導で行われてきている。現在の大学  

改革でも，高等教育政策として規制の緩和や個別大学の自助努力による改革，財源の多様化，  

国立大学の独立行政法人化などがやつぎばやに打ち出されており，個別の大学はそうした政策  

に対して受け身に対応しているのが実状だろう。また市場競争の原理といっても，アメリカの  

大学関係者の場合は，たとえば10年間の間に大学が200校新設され，その代わりに100校が閉鎖  

になったので，全体でほ100校分だけ増えたという意味合いで使われるが，日本の大多数の大学  
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関係者にとって，このような競争社会の状況がどの程度身近なものとして実感できるかのは大  

いに疑問である。   

ところでここで指摘したいのほ，行政主導の大学改革そのものが問題だということではない。  

そうでほなくて，日本の大学改革が日本型の社会改革の一環として，金融再編成など他の組織  

改革と同様に行政主導で進められるとしたら，アメリカ流のハードランディソグよりも，ソフ  

トランディソグ（軟着陸）で再編成する方策を探る方が実質的で，しかも実施しやすいのでは  

ないかということである。こうした発想は社会福祉的な色彩の強い教育の改革にとってとくに  

重要であり，日本よりもはるかに長い大学の歴史をもち，先んじて近代大学を建設した西ヨー  

ロッパ諸国の大学改革でも受け入れられている。   

第5に，現在の大学改革では科学技術研究の推進と高学歴人材の養成がめざされているが，  

このうち高学歴人材の養成についてとりあえず2つだけ補足しておきたい。この高学歴人材の  

養成にほ人的資源の全般的な底上げと先端的な人材の養成が含まれるが，1つほ，そのウエイ  

トの置き方の問題である。アメリカが国民全体の基礎学力の向上によって人的資源の底上げを  

はかるとともに，先端的な科学技術の発展を支える人材を同時に養成しようとしてきたのはま  

ちがいないだろう。政策的には社会的な合意がえられやすい人的資源の全般的な底上げが強調  

されたが，先端的な科学技術研究用の人材養成にも大きなエネルギーが注がれてきた。それで  

は日本もアメリカと同様に，2つの人材養成を同じウエイトで，しかも同時に達成すべきなの  

か，それともこれまでのように，主に人的資源の全般的な底上げを重視する道をたどることに  

なるのだろうか。   

もう1つほ，高学歴人材を養成するカリキュラムの問題である。科学技術教育に限ってみて  

も，大学のカリキュラムには課題が山積している。高等教育における科学技術教育ほその目的  

に応じて4つの領域，つまり①自然科学系研究者養成，②自然科学系分野の職業人養成，③初  

等教育の教員，中等教育の理数科教員等養成，④高等教育を受ける自然科学系分野非専攻者  

（文系）のための科学技術教育に分けられるが，80年代後半以降各大学で大々的にカリキュラム  

改革が進められたにもかかわらず，どの領域でもさまざまな問題が指摘されている（桑原雅子・  

後藤邦夫，1999年，564－566頁）。   

カリキュラムについては，初等中等教育と高等教育との接続も重要な問題である。初等中等学  

校の理科教育は90年代に入ってから大きく変わりつつある。それはたとえば多様化のいっそうの  

推進や，知識や法則だけでなく科学や技術と社会との関わりを学ぶ理科の総合化への動き，実験  

や観察を中心にした「楽しい科学」の重視，構成主義の考え方にもとづいた児童中心主義教育の  

強調などであり，あるいは学習指導要領にもりこまれた，知識よりも意欲や関心を重視する新学  

力観の推進である（岡本正志，1999年，77ト772頁）。新しい試みはそれだけで検討したり実施し  

てみる価値がある。しかし問題はこうした動向が今後の人的資源の全般的な底上げと先端的な人  

材の養成の双方にとって，実質的にどのような意味をもつかを論議することである。  
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注  

1近代科学の特徴や歴史的な展開過程については，主にKuhn，1971年；新田義弘他，1994年；野家   

啓一，1997年；野家啓一，1998年；村上陽一郎・野家啓一，1998年などを参照。  

2 大学のアメリカ・モデルの特徴と，それを支える大学観などについては，主に江原武一，1994年a；   

江原武一，1994年b；NationalScience Board，1998の2章などを参照。  

3 本稿は，日本比較教育学会第35回大会（東北大学1999年6月26日）のシンポジウム「高等教育にお   

ける『知』の再構築－その国際比較研究－」において発表した「高等教育における『知』の再構築－   

アメリカの場合－」を加筆修正したものである。  
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